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会議名 平成２９年度 習志野市防災会議 

開催日時 平成３０年２月７日（水曜）午後３時３０分から午後５時００分まで 

開催場所 習志野市市庁舎 ３階 A・B・C 会議室 

議  事 

及び 

会議の概要 

１ 議事  

（１）報告第１ 平成 29年度に実施した各種防災対策について 

（２）報告第２ 平成 29年度に実施した各種防災訓練について 

（３）審議第１ 習志野市地域防災計画の一部修正について 

（４）審議第２ 平成 30年度習志野市総合防災訓練の実施方針（案）について 

 

２ 会議の概要   

（１）報告第１ 平成 29年度に実施した各種防災対策について 

新しい庁舎への移転、デジタル式防災行政無線設備の構築や防災マップ

の拡充について報告された。 

（２）報告第２ 平成 29年度に実施した各種防災訓練について 

総合防災訓練とその他に実施した訓練について報告された。 

 

【発言内容】  

委員 事務局 

〈委員（民生委員児童委員協議会）〉 

防災行政無線のデジタル化に、防災ラジ

オは含まれているのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

含まれており、今後４年間で対応につい

て検討することとしている。 

〈委員（JR津田沼駅）〉 

以前に駅に防災行政無線を配備してもら

うようにお願いしていたがどうなっている

か。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

デジタルへの移行にあわせて、平成３３

年度までに適切に配置することとしてい

る。 

〈委員（千葉土木事務所）〉 

防災マップは地震災害のみ記載され、そ

の他の災害の記載がないが、その点い

かがか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

地震災害に特化した内容になっている

が、風水害である土砂災害の危険箇所

についても記載がある。 

〈委員（社会福祉協議会）〉 

防災マップの福祉エリアは、「習志野市

総合福祉センター」と記載した方がわか

りやすいのではないか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

原則、福祉避難所の名称で記載してい

るが、今後検討する。 

〈委員（千葉県水道局）〉 

防災マップの関係機関一覧に千葉県水

道局を加えた方が良いのではないか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

記載の必要があると考えるため、今後記

載することとする。 

 

 

（３）審議第１ 習志野市地域防災計画の一部修正について 

下記 3点の一部修正について各委員から承認を得た。 

①災害対策本部及び災害拠点の設置場所の変更 

②災害対策本部の組織及び事務分掌の修正 

③新たに締結した協定の資料編への加筆修正 
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【発言内容】  

委員 事務局 

〈委員（本大久保ホームタウン）〉 

修正後において「１６地区対策支部」はど

こに所属するのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

本部組織の下部組織としての所属であ

り、別のマニュアルで標記している。 

〈委員（本大久保ホームタウン）〉 

地区対策支部からの情報の受け手はど

こになるのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

災害対策本部事務局で行う。 

〈委員（前千葉工業大学教授）〉 

応急危険度判定について、実災害時に

判定士はどのように動くのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

別途マニュアルで定めており、協定によ

る判定士の派遣を受け、参集場所等も

予め決めている。 

〈委員（前千葉工業大学教授）〉 

市の職員のみでなく、大半は応援で来た

判定士が判定を行うことになるのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

その通り。 

 

（４）審議第２ 平成 30年度習志野市総合防災訓練の実施方針（案）について 

平成 30 年度の総合防災訓練の実施方針として、市民、市役所、関係機関

が連携し、「自助」、「共助」の強化を目的に、各会場において市民の要望を踏

まえた個別課目訓練を取り入れ、広く多くの市民が参加できる訓練の実施に

ついて、各委員から承認を得た。 

 

【発言内容】  

委員 事務局 

〈委員（本大久保ホームタウン）〉 

避難所での１人分のスペースを体感して

もらってはいかがか。また、ペット同行避

難を実施してみてはいかがか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

それぞれの地域要望に応じる中で、提案

の内容についても検討したい。 

〈委員（男女共同参画審議会）〉 

昨年の課題である若年層の参加促進に

ついてどのように検討しているのか。 

〈事務局（危機管理課長）〉 

色々な課目を用意し、地域の要望を聞い

て計画し、また小中学校の保護者の方

への呼び掛けを強化することとする。 

以上 

問合せ先 所管課名：総務部 危機管理課 

電話番号：047-451-1151（内線 561） 

 


